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川崎市人権施策推進基本計画「人権かわさきイニシアチブ」（案）に対する 

パブリックコメント手続きの実施結果について 

 

１ 概要 

 本市では、平成１９年２月に「川崎市人権施策推進基本計画」を策定し、人権施策を総

合的に推進してきました。現行計画策定から７年余が経過し、人権を取り巻く状況も変化

している中、平成２７年３月で計画期間が終了することから、計画の改定（案）をとりま

とめ、意見を募集しました。 

その結果、１４８通（意見総数２４０件）の意見をいただき、その内容とそれに対する

本市の考え方を次のとおり公表します。 

 

２ 意見募集の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

４ 意見の内容と対応 

パブリックコメントでいただいた意見については、計画（案）の趣旨に沿った意見、

今後の施策・事業の推進にあたり参考としていく意見のほか、意見内容を反映したほう

題名 川崎市人権施策推進基本計画「人権かわさきイニシアチブ」（案）

について 

意見の募集 平成２６年１１月２５日（火）から 

平成２６年１２月２５日（木）まで 

意見の提出方法 電子メール、郵送、ファクシミリ、持参 

募集の周知方法 ・市政だより 

・市ホームページ 

・各区役所市政資料コーナー 

・支所 

・かわさき情報プラザ（市役所第３庁舎２階） 

・市民・こども局人権・男女共同参画室 

・川崎市男女共同参画センター（すくらむ２１） 

意見提出数（意見数） １４８通（２４０件） 

（内訳） 電子メール １３６通（１９５件） 

ファクシミリ １０通 （４０件） 

郵送 ２通  （５件） 

持参 ０通  （０件） 

資料１ 
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が計画（案）の内容がわかりやすくなる意見があったことから、川崎市人権施策推進基

本計画「人権かわさきイニシアチブ」については、一部に意見を反映して策定します。 

 

【意見に対する対応区分】 

Ａ：意見を踏まえ、計画に反映させたもの 

 Ｂ：意見の趣旨が計画（案）に沿った意見であり、意見の趣旨を踏まえ取組を推進する 

もの 

 Ｃ：今後の施策を推進する中で、参考とするもの 

 Ｄ：計画（案）に関する質問・要望の意見であり、計画（案）の内容を説明するもの 

 Ｅ：その他 

 

【意見の件数と対応区分】 

項 目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

（１）計画（案）全般に関すること ２   ２

（２）第１部 基本的な考え方に関すること １ ５ ２  ８

（３）第２部１ 人権教育の推進に 

関すること 
６ ６２ １ ６９

（４）第２部２ 人権意識の普及に 

関すること 
３０ ３  ３３

（５）第２部３ 人権研修の充実・推進に 

関すること 
１ ３  ４

（６）第２部４ 相談・救済、自立支援の 

充実に関すること 
３ ３ ３７ ４３

（７）第２部５ 連携協働による取組の推進

に関すること 
３ ５９  ６２

（８）第３部 分野別施策に関すること ４ ５ １ ６ １６

（９）第４部 計画の推進に関すること ３   ３

合 計 ３６ ３３ １２７ ４４ ０ ２４０

 

具体的な意見の内容と市の考え方については、次ページ以降を御参照ください。 
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５ 具体的な意見の内容と市の考え方 

（１）計画（案）全般に関すること 

№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

１ 

川崎市のみならず日本という国の

人権意識が、国連からの勧告もあるよ

うに、世界の中で憂慮されている。先

進国として、その中の地方行政、市民

としての人権規範を我々は試されて

いるという自覚が必要。 

本計画に掲げる「国際的な視点に立

った人権意識の形成」という基本理念

に基づき、今後も人権施策を総合的に

推進してまいります。 
Ｂ 

２ 

積極的な施策として人権を尊重し、

差別をなくしていくための川崎市の

立場を市民に明確に示すために、人権

基本条例、人権宣言などを考えたらど

うでしょうか。 

 本計画の改定にあたり、本市が人権

施策を率先して推進していくという

姿勢をアピールするため、「人権かわ

さきイニシアチブ」というメインタイ

トルを掲げるとともに、本市の人権施

策に対する基本的な姿勢を市民の皆

さんにわかりやすく示すため前文を

導入しました。今後も他自治体の取組

状況などを情報収集しながら、人権施

策を推進してまいります。 

Ｂ 
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（２）第１部 基本的な考え方に関すること 

№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

３ 

人種差別撤廃委員会などからヘイ

トスピーチ・デモや朝鮮学校への補助

金打ち切りについて勧告が出されて

いる事に触れていない。他の国連から

の人権勧告も積極的に反映していく

必要がある。 

本計画に掲げる「国際的な視点に立

った人権意識の形成」という基本理念

に基づき、国際人権規約をはじめとす

る国際人権諸条約の基準に沿った人

権保障を見据えながら、着実に人権施

策を推進しております。今後も国連等

の取組に関する情報を収集しながら、

本市の人権施策へ反映してまいりま

す。 

Ｂ 

４ 

基本的な捉え方の中で、こどもの貧

困対策の課題を組み込むべきではな

いか。 

国が定めた「子供の貧困対策に関す

る大綱」においては、「子供の将来が

その生まれ育った環境によって左右

されることのないよう、また、貧困が

世代を超えて連鎖することのないよ

う、必要な環境整備と教育の機会均等

を図る子供の貧困対策は極めて重要

である」と規定されています。 

本市においても、人権施策をより一

層推進していく一環として、子どもの

貧困対策を総合的に推進するために、

各部局間の連携のあり方と取組の充

実について検討を進めてまいります。

Ｃ 

５ 

深刻化するこどもの人権状況をも

たらす地域生活を挙げないわけには

いかない。関係法令に貧困対策法関連

のものがのせられるべき。 

御意見を踏まえ、「主な人権関係法」

に「母子及び父子並びに寡婦福祉法」

「子ども・子育て支援法」「子どもの

貧困対策の推進に関する法律」を記載

いたしました。 

Ａ 

６ 

差別の是正施策を減らさない。ここ

数年で減らしたようであれば元に戻

す。 

本計画の「これまでの取組」におい

て記載したように、現行計画策定後も

犯罪被害者支援相談窓口や性同一性

障害者相談窓口の設置、川崎市子ども

を虐待から守る条例や川崎市自殺対

策の推進に関する条例、川崎市いじめ

防止対策連絡協議会等条例の制定な

どを進めてまいりました。今後も本計

Ｂ 
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№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

画に基づき、総合的に人権施策を推進

してまいります。 

７ 

今求められるのは、定住外国人支援

の旗であり、地域市民として迎え、社

会的に包摂する施策を充実させるこ

と。基本的な状況認識の中に、川崎南

部を中心に居住する定住外国人の孤

立と貧困の対策強化につながる状況

認識を位置づけるべき。 

本計画の「今後の課題」において記

載したように、貧困に関わる人権問題

に対する取組が必要となっておりま

す。今後も国や他自治体の取組などを

情報収集しながら、本市の人権施策の

あり方を検討してまいります。 

Ｃ 

８ 

全ての人が平等に安心して暮らせ

る政策をお願いします。 

本計画に掲げる「平等と多様性（ダ

イバーシティ）の尊重の推進」という

基本理念に基づき、今後も人権施策を

総合的に推進してまいります。 

Ｂ 

９ 

差別の被害を救済する施設、しくみ

の弱さ（差別の被害を受けた人に対す

るメンタルケアへの言及が皆無に近

い等）。 

本計画に掲げる「人権擁護の推進」

をはじめとする「あらゆる差別の撤廃

と人権侵害の防止」という基本理念に

基づき、人権侵害を受けた人が本来持

つ権利を認識し、問題の解決に立ち向

かう力をもてるようにエンパワメン

トの視点から支援するとともに、問題

を解決し自立して社会生活を営むこ

とができるようにするなど、いわゆる

「社会的包摂」の視点から自立支援を

強化してまいります。 

Ｂ 

１０ 

人権政策の強化をお願いします。差

別は許せません！ 

本計画に掲げる「あらゆる差別の撤

廃と人権侵害の防止」という基本理念

に基づき、今後も人権施策を総合的に

推進してまいります。 

Ｂ 
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（３）第２部１ 人権教育の推進に関すること 

№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

１１ 

人権教育の推進の中に、基本的に男

女が平等であり性別による役割分担

をすべきでないという視点を明記し

てほしい。 

本計画に掲げる「平等を前提として

互いの違いを認め合える人権尊重教

育」に基づき、今後も固定的な性別役

割分担意識の解消に向けて取組を推

進してまいります。 

Ｂ 

１２ 

幼少期からの人権教育をますます

推進してほしい。 

幼児期における教育は、生涯にわた

る人格形成の基礎を培う重要なもの

であると認識しており、引き続き幼稚

園教育要領や保育所保育指針等に則

った教育・保育を推進してまいりま

す。 

Ｃ 

１３ 

ヘイトスピーチなどに対抗するた

めには子供たちへの啓蒙と交流活動

が不可欠。人と人は互いに知らないか

ら壁を作る。知り合うことが差別を排

除する。（２件） 

教育委員会では、外国の文化で育っ

た子どもたちも、日本の子どもたちも

含め、全ての子どもたちが異なる国の

文化を理解し尊重する態度を育てて

いくことをねらいとして、外国人市民

の講師を学校に派遣し、民族文化の紹

介や、子どもたちと交流を行う「民族

文化講師ふれあい事業」を行っており

ます。今後も多文化共生社会をめざ

し、この事業を推進してまいります。

Ｂ 

１４ 

異なった価値観や美意識に触れる

ことにより世界を広げる芸術教育も、

広い意味での人権教育ととらえ積極

的な取組を。 

異なった価値観や美意識に触れ、よ

り世界を広げる教育につきましては、

これまでも芸術教科等においても、学

習指導要領に基づいて適正に進めて

まいりました。 

例えば、音楽科の学習指導要領にお

いては、音楽の特徴をその背景となる

文化・歴史や他の芸術と関連付けて理

解するとともに、日本や郷土の伝統音

楽及び諸外国の様々な音楽の特徴か

ら音楽の多様性を理解すること等が

定められております。 

今後も人権教育を全ての教育の基

盤とするとともに、すべての子どもが

Ｂ 
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№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

様々な文化を尊重し、理解を深めるた

めの教育を推進してまいります。 

１５ 

朝鮮学校への補助金支給を早期に

再開してください。昨年度から支給を

停止している、市内２校の朝鮮学校へ

の補助金再開を要望します。 

朝鮮学校に通学する児童・生徒は川

崎で生まれ育ち、私たちと共に暮らす

市民です。朝鮮学校での民族教育修了

後は、川崎市・神奈川県をはじめとし

た国内の学校に進学し、国内企業に就

職するわが国の構成員です。 

国籍・民族・言語等の違いを豊かさ

として活かし、多文化共生を目指す川

崎市の人権政策の観点からも、また

「川崎市子どもの権利に関する条例

１６条」においても補助金不交付は不

適切です。 

国際情勢に起因する神奈川県の政

策決定に従うばかりでなく、川崎市独

自の判断で民族教育の支援を行うよ

う要望します。（５９件） 

朝鮮学校への補助金については、神

奈川県が平成２５年度の朝鮮学校経

常費補助金の予算計上を見送ったこ

とを踏まえ、これまで県を補完する立

場で補助してきた当該補助金を廃止

したところです。 

また、平成２６年度から、市内の外

国人学校における児童等の健康・安全

を確保するための事業に要する経費

の一部を補助することにより、児童等

の健全なる育成に資することを目的

とする「川崎市外国人学校児童等健

康・安全事業補助金」及び市内の外国

人学校における公立学校等の児童等

との文化的・体育的交流事業に要する

経費の一部を補助することにより、文

化等の相互理解及び地域交流を促進

することを目的とする「川崎市外国人

学校児童等多文化共生・地域交流事業

補助金」により、市内外国人学校へ通

学する児童への補助制度を創設いた

しました。 

Ｃ 

１６ 

学校教育に日本語指導の視点はあ

るが、保護者面談、家庭訪問など、日

本語の読み書きができない保護者と

の連携に通訳システムが必要。 

 学校教育における通訳システムの

必要性については認識しており、現在

の日本語指導等協力者にも、場合によ

っては保護者との連絡として通訳的

な内容を行っていただくなどしてお

ります。保護者の通訳は言語のみなら

ず各制度の専門的な知識、能力も求め

られるため、現行制度の拡充は、慎重

に検討してまいります。 

Ｃ 

１７ 

意見表明・参加がしにくい人への支

援として、様々な市の施策や行事、研

修の際に保育の配慮をすること。 

 本計画に掲げる「あらゆる施策への

人権尊重の視点の反映」という基本理

念に基づき、市が主催する行事や研修

Ｂ 
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№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

では、参加者のニーズに応じて保育や

手話通訳、要約筆記などを行ってお

り、今後もすべての人が市の施策に参

加することができるように進めてま

いります。 

１８ 

保健師が外国につながる親の子育

てを公的保育につなげるまで役割を

持ち、日本社会の子育てルールがわか

らない外国人保護者の保育の優先順

位をきちんと引き上げて対処するこ

とが必要。 

各区役所児童家庭課では、保健師、

社会福祉士、保育士等の多職種の専門

性を活用した子育て支援を実施して

おり、その中で外国籍の保護者の方へ

の支援を実施しているところです。 

保育所等の入所については、個々の

児童の保育を必要とする度合いを利

用調整基準に定め、基準に則り利用調

整を行っているところです。保育を必

要とする度合いについては、外国籍で

あることから、より保育を必要とする

こととはならないため、現状では国籍

で差異をつける扱いとはしていない

ところです。 

Ｄ 

１９ 

多文化保育指針を定め、日本人保護

者との仲間作りと文化交流を推進し、

外国人保護者の社会参加を促進させ、

同じ学校に行く日本人の保護者と仲

良しになる。これだけで、外国人保護

者の困り感は大きく改善する。 

川崎市多文化共生社会推進指針に

基づき、保育所等の入所児童について

は、言語や生活習慣等の違いに配慮し

た保育環境の整備に努めているとこ

ろです。 

日本人保護者との仲間作りについ

ても、保護者会への加入の声掛けや、

クラス懇談会への参加や自己紹介等

の機会を増やす等の配慮をしている

ところです。 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 



9 
 

（４）第２部２ 人権意識の普及に関すること 

№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

２０ 

子どもたちの親の世代に対して人

権意識向上に資する研修等を。 

本計画では「人権意識の普及」を掲

げ、市民や事業者等を対象に人権意識

の普及活動を進めており、家庭教育の

支援や人権学習などの社会教育等に

より、子どもの権利や様々な人権につ

いての学習等を推進してまいります。

Ｂ 

２１ 

差別団体のデモに関する川崎市の

対応はまだまだ不十分である。市とし

てより一層の取組強化を。（２７件） 

本計画では、「あらゆる差別の撤廃

と人権侵害の防止」という基本理念に

基づき人権意識の普及に取り組んで

おり、ヘイトスピーチを「今後の課題」

において記載しているところですが、

本市の姿勢をより明確に示すため、御

意見を踏まえて「あらゆる差別の撤廃

に向けて、差別的言動（ヘイトスピー

チ）が行われることがないよう、広

報・普及の充実を図る。」と記載いた

しました。 

Ａ 

２２ 
ヘイトスピーチ問題も加えてくだ

さるようにお願い致します。 

２３ 

ヘイトスピーチは絶対に許さない

という人権第一の政策を。 

２４ 

外国系住民と共生する社会づくり

のためには、受け入れる側の住民への

教育が必要。彼らにだけ適応を求める

のではなく、受け入れる側の意識作り

こそが、共生社会実現のための大きな

鍵。 

本計画に掲げる「市民への人権意識

の普及」に基づき、今後も様々な人権

課題に対する正しい知識の普及に努

めるとともに、市民一人ひとりが、互

いの人権を尊重できるように効果的

な広報や普及活動を充実してまいり

ます。 

Ｂ 

２５ 

「ホームレスへの偏見を高めるこ

とがないよう、」⇒「偏見を高める」

といった表現に奇異を感じる。なぜな

ら「偏見」を肯定していると受け止め

られかねないからである。 

御意見を踏まえ、「ホームレスに対

する偏見や差別的意識が解消される

よう、」に変更いたしました。 Ａ 

２６ 

市民が人権について学べる場、学校

教育などに役立てる場として人権資

料館などの設立を検討すること。 

本計画の「事業者、団体等による人

権学習・研修への支援」において記載

したように、人権関連 DVD・ビデオ・

書籍等の貸出等を行っております。ま

た、川崎市平和館には「さまざまな暴

力」など人権に関する常設展示を行っ

Ｂ 
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№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

ております。今後も効果的な人権教

育・人権学習を推進してまいります。

 

（５）第２部３ 人権研修の充実・推進に関すること 

№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

２７ 

教育現場等、子どもたちと触れ合う

立場にいる職員への人権教育・人権研

修を一段と手厚くすること。 

本計画の施策の方向３「人権研修の

充実・推進」に掲げる「教職員の豊か

な人権感覚の育成」に基づき、今後も

教職員に豊かな人権感覚や専門技術

等を身につける研修等を充実してま

いります。 

Ｂ 

２８ 

教職員の教育の中であらわれる「隠

れたカリキュラム」（学級委員長は男

で副が女とか、女の子だから～と言う

こと）にも配慮した研修をすること。 

「隠れたカリキュラム」について

は、人権教育の指導方法等に関する調

査研究会議が示す『人権教育の指導方

法等の在り方について［第三次とりま

とめ］』（平成２０年）においても記さ

れており、学校教育における人権教育

を醸成していく上で、とても重要であ

ると認識しております。 

これに基づき人権尊重教育推進担

当者研修等の研修を実施しておりま

す。 

今後も男女平等観に基づいた一人

ひとりを大切にする教育を含めた、幅

広い人権尊重教育の醸成のために教

職員の研修を充実してまいります。 

Ｂ 

２９ 

人権研修の充実・推進の中に、ＤＶ

やハラスメントのみではなく、基本的

に男女が平等であり、性別による役割

分担をするべきではない、という視点

を明記してほしい。 

学校教育においては、男女平等観に

基づいた一人ひとりの個性を大切に

する教育を、人権尊重教育の一環とし

て推進しております。それらを充実さ

せる上でも、男女平等観に基づいた意

識の向上をめざす内容を含めた教職

員研修を今後も実施してまいります。

Ｂ 

３０ 

専門分野に「医療」が抜けているの

ではないか。患者と直接ふれあう看護

士等医療従事者への人権研修は必須

患者と直接触れ合う看護職員の人

権教育の一環として、新規採用看護職

員研修で人権研修を継続的に実施し

Ａ 
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№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

である。 ておりますが、御意見を踏まえ、「新

規採用看護職員研修等で人権研修を

実施する。」と位置付けました。 

 

（６）第２部４ 相談・救済、自立支援の充実に関すること 

№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

３１ 

民族、人種、性別等により差別を受

けたと思われる方々が申し出ること

ができる部署を作ることが重要。多言

語対応のカウンセラー、法曹関係者、

市民等によって構成されることが望

ましい。 

本計画に掲げる「あらゆる差別の撤

廃と人権侵害の防止」という基本理念

に基づき、「相談・救済体制の強化」

において記載したように、人権擁護委

員が人権相談を実施しているほか、

（公財）川崎市国際交流協会が多言語

による相談を実施し、また川崎市男女

共同参画センターが女性総合相談事

業を実施しているところです。なお、

東京法務局は英語、中国語、ドイツ語

による「外国人のための人権相談所」

を設置しております。 

Ｄ 

３２ 

差別に関する相談窓口を新設し、安

心して利用できる窓口としての存在

を広報する。 

３３ 

韓国・朝鮮人と中国人に対する悪意

に満ちたチラシが個人宅に配られた。

こどもへの影響を考え救済してもら

える所がどこにあるかわかるように。 

本計画に掲げる「相談・救済、自立

支援の充実」に基づき、相談窓口や救

済機関に関する情報を効果的に周知

するとともに、法務局や人権擁護委員

と連携して人権相談を実施しており

ます。今後も広報を充実してまいりま

す。 

Ｂ 

３４ 

障害者差別解消条例の制定を追加

する。（２件） 

障害者差別解消条例につきまして

は、障害者差別解消法では必置でござ

いません。条例制定につきましては、

その効果や他都市の動向を踏まえ、今

後検討してまいります。 

Ｃ 

３５ 

ヘイトスピーチ問題に関心があり

ます。川崎市では数多くの人種差別デ

モが繰り返し行われています。他の地

域に比べ警察の対応も良く市として

も努力されている傾向にありますが、

まだまだ改善の余地があると思って

 本計画に掲げる「あらゆる差別の撤

廃と人権侵害の防止」という基本理念

に基づき、ヘイトスピーチは許される

ものではないと考えております。 

地方自治法第２４４条第２項では、

「普通地方公共団体は、正当な理由が

Ｄ 
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№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

います。市独自の反ヘイトスピーチ条

例を作る。市職員がヘイトデモに同行

しその場で注意・勧告する、従わない

場合は、条例に基づき後日現場責任者

に罰金等の罰則を与える。これらの対

策でかなり抑制されるはずです。 

（３１件） 

ない限り、住民が公の施設を利用する

ことを拒んではならない」と定めてお

り、また、デモについては、県公安委

員会の「集会、集団行進及び集団示威

運動に関する条例」に基づき許可さ

れ、公園使用については川崎市都市公

園条例に基づき許可されるものであ

り、条例に抵触するような違反行為等

がない限り、現行では不許可とするこ

とはできません。 

一方、憲法の保障する集会、結社、

表現の自由との関係から、何をもって

ヘイトスピーチとするのか、自治体が

ヘイトスピーチとして特定してよい

のかなど、自治体が取組む場合に難し

い側面があると考えております。 

ヘイトスピーチの規制については、

国の検討状況など情報収集してまい

ります。 

３６ 

ヘイトデモの主催者に公園使用を

許可しないようにして頂きたい。ヘイ

トデモがあるたび、大変不愉快に感じ

ている。ヘイトデモの開催を川崎市が

許可することは、これまで川崎にお住

まいの外国籍の方々はもちろん、近年

増えてきた IT 業界のインド系の方々

とそのご家族にも大変失礼。外国人が

怯えることなく、安心して暮らせる川

崎にしてほしい。（２件） 

３７ 

貧困問題が子どもの人権格差を招

いている。トワイライト児童ディサー

ビス、夜の児童館などの取り組みが制

度化される必要がある。 

国が定めた「子供の貧困対策に関す

る大綱」においては、「子供の将来が

その生まれ育った環境によって左右

されることのないよう、また、貧困が

世代を超えて連鎖することのないよ

う、必要な環境整備と教育の機会均等

を図る子供の貧困対策は極めて重要

である」と規定されています。 

本市においても、人権施策のより一

層の推進の一環として、子どもの貧困

対策を総合的に推進するために、各部

局間の連携のあり方と取組の充実に

ついて検討を進めてまいります。 

Ｃ 

３８ 

保育園在園児童の保育要件管理が

厳しくなっている。非正規労働者に雇

用契約の確認ではなく勤務実態の確

認がされるようになった。病気などで

保育を必要とする要件については、

就労の場合は以前から実働時間（時間

外労働を除く）によって確認していま

す。 

Ｄ 
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№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

月１６日に満たない人たちを退園に

追い込むような状況が起きている。未

就学児がいて休むことなく仕事がで

きるのか。助けてくれる人が周りにい

ないから仕事を休まざるを得ない保

護者を救うシステムを考えて欲しい。 

実働時間（勤務実態）が月１５日以

下になった方について、すぐに退園と

いうことはなく、６か月のうちの５か

月以上について、不足している御家庭

については、記入されている６か月以

前の就労状況を伺い、それでも１回も

基準を満たしていない場合には、今後

についての対応を保護者の方と区役

所職員が一緒になって考え、支援して

いるのが実態ですので、御理解いただ

きますようお願いします。 

３９ 

日本の社会発展に力を尽くした定

住外国人が高齢期を迎え、豊かな老い

の保障を行うことは、多文化社会のモ

ラル。外国人が高齢期になった時の年

金・所得補償を検討しなければ。 

国民年金制度は昭和５７年に国籍

要件が撤廃されていますので、受給資

格を得るために必要な期間、保険料を

納めていただければ、年金を受給する

ことができます。 

また、本市では、国籍要件の撤廃以

前に保険料を納めることができなか

ったために年金を受給できないなど、

制度的に無年金になってしまう方に

対する救済措置を講じるよう、他の政

令市とともに国に要望しております。

Ｂ 

４０ 

オーバーステイの子どもが、安心し

て医療機関にかかれるよう医療保険

をカバーするシステムを作ってほし

い。ケガや病気ですぐ病院にかかれな

いのは、重大な人権状況。 

川崎市子どもの権利に関する条例

は第１０条第５項で適切な医療につ

いての権利を定めております。 

しかし、国は在留資格のない外国人

を国民健康保険の対象外としており、

また本市の各種医療助成制度は保険

に加入していることを前提としてい

ることから、自治体が取組む場合に難

しい側面があると考えております。 

今後本計画に掲げる「あらゆる施策

への人権尊重の視点の反映」という基

本理念に基づき、国や他自治体の検討

状況など情報収集してまいります。 

Ｄ 

４１ 知的障がい者の余暇支援のシステ 卒業後の夕方の余暇活動支援につ Ｂ 
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№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

ムが不十分。重い障がいのある青年た

ちは、タイムケア事業などで保障され

ていたのに、卒業後は在宅生活が困難

になる現状も、人権の課題として扱わ

れるべき。 

いては、通所施設の延長利用や日中一

時支援（一時預かり）などのサービス

がありますが、ニーズに対してサービ

ス量が不足している状況があると認

識しています。今後も引き続き事業者

に働きかけてまいります。 

 

（７）第２部５ 連携協働による取組に関すること 

№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

４２ 

差別に関する調査を行う。 本計画に掲げる「市民の参加の促

進」に基づき、今後も「人権に関する

市民意識調査」を５年ごとに実施して

まいります。 

Ｂ 

４３ 

外国人市民に通訳・翻訳ボランティ

アとして社会活動を担っていただい

ている。すべての人がすごしやすい地

域社会を作るために「あなたの力が必

要です」というメッセージが必要。外

国人市民に対して社会に積極参加し、

共生の一方の担い手として活躍を求

めるならば、「わかることを保障する」

翻訳・通訳システムの充実が求められ

る。 

 本計画の「市民の参加の促進」にお

いて、人権施策の企画立案、実施、評

価のあらゆる段階への市民参加が促

進されるよう条件の整備に努めてお

ります。川崎区内の子ども支援関係機

関では川崎区通訳及び翻訳バンク事

業として外国人市民の翻訳・通訳ボラ

ンティアが活動していますが、今後他

自治体の取組に関する情報を収集し

ながら、翻訳・通訳システムのあり方

を検討してまいります。 

Ｃ 

４４ 

多様性を寛容し理解し相互に支え

る、様々な分野で活動しているコミュ

ニティを発掘し後押しするような施

策の展開に期待したい。 

本計画に掲げる「平等と多様性（ダ

イバーシティ）の尊重の推進」という

基本理念に基づき、各種セミナーや相

談窓口等での情報提供・発信などを通

じ、地域で活動するボランティア、Ｎ

ＰＯ等の支援に引き続き取り組んで

まいります。 

Ｂ 

４５ 

ヘイトスピーチに対する危機意識

共有と対策強化を行ってください。差

別デモに伴う傷害事件（ヘイトクライ

ム）も発生しており、放置すれば多数

の外国系市民が生活する川崎市で不

本計画の「連携協働による取組の推

進」において、関係団体・関係機関と

ネットワークを強化し、連携協働して

人権教育、人権意識の普及、相談・救

済、自立支援を効果的に推進しており

Ｃ 
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№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

測の事態を招く恐れがあります。 

ヘイトスピーチ根絶に向けた取り

組み（例）：川崎市長による「ヘイト

スピーチを許さない」という声明の発

表、ヘイトスピーチ問題にかかわる外

国系市民および市民グループなど各

団体との連絡を密にすること、そのた

めの相談窓口を新設する、あるいは既

存窓口の拡充・強化を図ること、ヘイ

トスピーチ根絶に向けて、警察等関連

行政機関や他府県、他市町村との連携

を緊密にして、各種取組事例を参考に

した施策推進を行うこと。（５８件） 

ます。今後も基本理念に掲げる「あら

ゆる差別の撤廃と人権侵害の防止」に

基づき、他自治体の取組に関する情報

を収集しながら、市として可能な具体

的な取組について検討してまいりま

す。 

４６ 

ＬＧＢＴ（女性同性愛者（レズビア

ン）、男性同性愛者（ゲイ）、両性愛者

（バイセクシュアル）、性転換者・異

性装同性愛者（トランスジェンダー）

の頭文字をとった表現）への理解を深

めていくための活動への後押しも大

切。 

 本計画に掲げる「平等と多様性（ダ

イバーシティ）の尊重の推進」という

基本理念に基づき、性の多様性につい

て理解を深めるための普及啓発活動

を推進してまいります。 

Ｂ 

 

（８）第３部 分野別施策に関すること 

№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

４７ 

高齢者が安心して暮らせるまちづ

くりの中にも、バリアフリーのまちづ

くりの視点を入れること。 

御意見を踏まえ、「市営住宅の建替

え等に伴うユニバーサルデザイン仕

様への変更」と「住宅のバリアフリー

化等環境整備の支援」を記載いたしま

した。 

Ａ 

４８ 

同和問題はまだなくなっておらず、

結婚や就職における差別は深刻であ

る。 

 本計画に掲げる「あらゆる差別の撤

廃と人権侵害の防止」という基本理念

に基づき、関係者の個別のニーズに応

じて一般施策を実施するとともに、同

和問題への正しい理解を図るために、

人権教育や人権意識の普及を行い、市

民や人権に関わる団体等と連携し協

力し合いながら、問題の解決に向けて

Ｂ 
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№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

取り組んでまいります。 

４９ 

「同和問題」は、「部落差別」とし

て呼称も含めて明確に位置づけるこ

と。 

 「同和」という言葉は、「融和運動」

と呼ばれる戦前の同和問題に対する

取組の中で「同胞融和」「同胞一和」

といった標語が掲げられ、さらに昭和

４４年の同和対策事業特別措置法の

制定など行政上の用語として定着し

たものです。本市も「同和問題」とし

て取り組んでいるところです。 

Ｄ 

５０ 

現在国も神奈川県も「心理的差別」

という用語は使っていないので検討

が必要。 

昭和４０年の同和対策審議会答申

は、同和地区への差別には「心理的差

別」（差別的な言葉や態度で相手を蔑

んだり、偏見や先入観から結婚や交際

を避けるなど）と「実態的差別」（就

業の不安定や住宅、道路等の環境整備

の立ち遅れなど）に分類できるとし、

２つの面からの差別が相互に作用し

合って、より一層差別を広げる悪循環

を繰り返していることを指摘しまし

た。御意見を踏まえ、より具体的な表

現となるように「偏見や差別意識」に

変更いたしました。 

Ａ 

５１ 

同和問題は、基本的に解決してい

る。人権教育は同和教育ではないので

「同和問題に対する偏見や差別意識

を解決し、早期解決を目指して」は削

除し「同和問題解決の経過と現状を正

しく理解して」にする。 

川崎市では「人権教育のための国連

１０年」「人権教育・啓発の基本計画」

で示されるように、同和教育を人権教

育の中に位置付け、同和教育で培われ

てきた人権尊重の精神を深めていこ

うとしています。お互いの人権を認め

合い、あらゆる差別を許さないという

精神を一人ひとりの子どもたちに培

っていくという視点で、人権教育を進

めてまいります。 

Ｄ 

５２ 

インターネット上での同和問題に

付随する問題は、同和問題ではなく表

現の問題。同和問題に結び付けようと

するのは誤り。 

本計画の「同和問題への取組」にお

いて、関係者の個別のニーズに応じて

一般施策を実施するとともに、同和問

題への正しい理解を図るため、人権教

Ｄ 
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№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

５３ 

「差別や偏見がない地域社会を実

現するため」はカットした方が未来志

向で良い。30 年以上前と同じ事を言

っているのでは川崎市の対応の努力

は、なんだったのか。 

育や人権意識の普及を行い、市民や人

権に関わる団体等と連携し協力し合

いながら、問題の解決に向けて取り組

むこととしております。今後も関係団

体・関係機関と連携しながら取り組ん

でまいります。 

５４ 

「同和問題に係る差別」は、同和問

題ではなく同和問題に付随した別の

問題。「同和問題に係る差別は依然と

して解消されておらず、また、インタ

ーネット上での新たな問題も生じて

いるため」は「同和問題の」とするこ

とがよい。 

５５ 

「同和問題に関わる人権問題（イン

ターネット上の差別書き込みや差別

文書など）の解消を図るため」はカッ

トし「人権尊重の地域社会を実現して

いくために」とする。 

５６ 

部落、結婚や就職差別、ＤＶ、スト

ーカー被害につながる身元調査を防

止するために「本人通知制度」の早期

導入を明記すること。 

住民票の写しや戸籍謄本等が本人

以外の第三者に不正に取得された場

合に、その事実を通知することによ

り、本人の権利及び利益を保護し、不

正取得の抑止を目的とした「本人通知

制度」を平成２７年１月１５日から実

施いたしました。 

Ｂ 

５７ 

外国人で住民登録をしたものに市

の多文化関連行事への参加を促すメ

ール等が送付されるような仕組みを

作ることも検討されるべき。 

本計画の「外国人市民の人権施策の

充実」において記載したように、外国

人市民が健康で安心して安全に生活

するために必要な情報や行政サービ

スを受けられるよう、施策の充実や環

境整備に努めております。今後も他自

治体の取組などを情報収集しながら、

外国人市民への情報提供のあり方を

検討してまいります。 

Ｃ 

５８ 

「アクセシビリティ」は一般に用い

られている言彙ではないため（ ）書

きで補記するか、注釈を加えてはどう

御意見を踏まえ、「年齢や身体障害

の有無に関係なく、誰でも必要とする

情報に簡単にたどり着け、利用できる

Ａ 
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№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

か。 こと。」と注を記載いたしました。 

５９ 

拉致問題は人権そのものだが、全く

関係のない在日韓国・朝鮮人が犯罪者

として見られ、差別を受けている。差

別をしないよう記載する必要がある。 

本計画に掲げる「あらゆる差別の撤

廃と人権侵害の防止」という基本理念

に基づき、拉致問題への関心と理解を

深めるための支援をしているところ

ですが、在日韓国・朝鮮人に対する差

別事象に対しては、関係団体・関係機

関と連携しながら相談・救済体制を充

実してまいります。 

Ｂ 

６０ 

性的マイノリティの人権について

案に入っていたのは素晴らしい。現在

どこの自治体も非常に立ち後れてい

る分野。積極的な取り組みを期待す

る。 

 本計画に掲げる「性的マイノリティ

の人々の人権」に基づき、総合的に人

権施策を推進してまいります。 Ｂ 

６１ 

「２ 性別違和のある児童生徒が」

に「性別違和」という言葉が使われて

いるが、一般的に聞き慣れない。「自

分の性別に違和感を感じている児童

生徒が」といった平易な表現を検討し

ては。 

児童生徒等の若年層の発達段階に

おいては、性同一性障害等の定義や診

断が未確定の場合も多分にあるとい

う趣旨を踏まえ「性別違和」という表

記となりました。御意見を踏まえ、「自

分の性別に違和感を感じている児童

生徒」という表記に変更いたします。

Ａ 

６２ 

ヘイトについては、民族マイノリテ

ィのみでなく、性的マイノリティにつ

いても取り組んでほしい。 

本計画に掲げる「平等と多様性（ダ

イバーシティ）の尊重の推進」と「あ

らゆる差別の撤廃と人権侵害の防止」

という基本理念に基づき、関係団体・

関係機関と連携しながら、迅速・的確

な支援を進めております。今後も基本

理念に掲げる「あらゆる差別の撤廃と

人権侵害の防止」に基づき、他自治体

の取組に関する情報を収集しながら、

相談・救済のあり方を検討してまいり

ます。 

Ｂ 
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（９）第４部 計画の推進に関すること 

№ 意見の要旨 意見に対する本市の考え方 区分 

６３ 

差別は意識の問題のみならず実態

であり、子育て、障がい、高齢、貧困、

住民サービス、医療、あらゆる生活領

域においても、外国人住民の課題が関

係してくる。あらゆる施策担当課に、

外国人住民も適切に視野に入れる意

識改革を求める。 

本計画は横断的な計画となってお

り、全局（室）区長で構成する「川崎

市人権・男女共同参画推進連絡会議」

を設置し、人権に関わる諸施策につい

て全庁的な連携・調整を行っておりま

す。今後も「あらゆる施策への人権尊

重の視点の反映」及び「平等と多様性

（ダイバーシティ）の尊重の推進」と

いう基本理念に基づき、総合的に人権

施策を推進してまいります。 

Ｂ 

６４ 

定期的に施策の進行状況をホーム

ページに掲載し、一般閲覧できたらう

れしい。 

本計画に掲げる「進行管理」に基づ

き、計画に基づく事業等の取組状況に

ついて、毎年度、所管課による自己評

価を実施し、進捗状況を把握するとと

もに、「かわさき人権施策推進協議会」

に意見・助言を求め、結果を公表して

まいります。 

Ｂ 

６５ 

国際人権と川崎市の人権施策の現

状について調査、分析し、人権施策を

具体化すること。 

 本計画に掲げる「国際的な視点に立

った人権意識の形成」という基本理念

に基づき、国際人権規約をはじめとす

る国際人権諸条約の基準に沿った人

権保障を見据えながら、着実に人権施

策を推進してまいります。また、計画

に基づく事業等の取組状況について、

毎年度、所管課による自己評価を実施

し、進捗状況を把握するとともに、「か

わさき人権施策推進協議会」に意見・

助言を求め、計画の進行管理を進めて

まいります。 

Ｂ 
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６ 修正箇所対照表 

意見

番号 

修正 

箇所 
修正後 修正前 

№5 P.4  表「主な人権関係法」中 

児童福祉法 昭和２２ 

（１９４７） 

母子及び父子並

びに寡婦福祉法

昭和３９ 

（１９６４） 

児童買春、児童

ポルノに係る行

為等の規制及び

処罰並びに児童

の保護等に関す

る法律 

平成１１ 

（１９９９） 

児童虐待の防止

に関する法律 

平成１２ 

（２０００） 

子ども・若者育

成支援推進法 

平成２１ 

（２００９） 

子ども・子育て

支援法 

平成２４ 

（２０１２） 

子どもの貧困対

策の推進に関す

る法律 

平成２５ 

（２０１３） 

いじめ防止対策

推進法 

平成２５ 

（２０１３） 

. 

表「主な人権関係法」中 

児童福祉法 昭和２２ 

（１９４７） 

児童買春、児童

ポルノに係る行

為等の規制及び

処罰並びに児童

の保護等に関す

る法律 

平成１１ 

（１９９９） 

児童虐待の防止

に関する法律 

平成１２ 

（２０００） 

子ども・若者育

成支援推進法 

平成２１ 

（２００９） 

いじめ防止対策

推進法 

平成２５ 

（２０１３） 
 

№21
№22
№23 

P.23 あらゆる差別の撤廃に向けて、差
別的言動（ヘイトスピーチ）が行わ
れることがないよう、広報・普及の
充実を図る。 

（記載なし） 

№25 P.23 ホームレスに対する偏見や差別的
意識が解消されるよう、広報・普及
を進める。 

ホームレスへの偏見を高めること
がないよう、広報・普及を進める。

№30 P.26 保健・福祉・医療、青少年育成、
教育等に従事する職員に対しては、
専門知識や技術の習得のための研修
を推進します。 

保健・福祉、青少年育成、教育等
に従事する職員に対しては、専門知
識や技術の習得のための研修を推進
します。 

№30 P.26 新規採用看護職員研修等で人権研
修を実施する。 

（記載なし） 
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意見

番号 

修正 

箇所 
修正後 修正前 

№47 P.40 市営住宅の建替え等に伴うユニバ
ーサルデザイン仕様への変更 

住宅のバリアフリー化等環境整備
の支援 

（記載なし） 

№50 P.43 一方、偏見や差別意識は依然とし
て解消されておらず、また、インタ
ーネット上での差別情報などの新た
な問題も生じています。今後は、人
権教育や人権意識の普及がより重要
となっています。 

一方、心理的差別は依然として解
消されておらず、また、インターネ
ット上での差別情報などの新たな問
題も生じています。今後は、人権教
育や人権意識の普及がより重要とな
っています。 

№58 P.49 アクセシビリティ（accessibility） 

年齢や身体障害の有無に関係な
く、誰でも必要とする情報に簡単に
たどり着け、利用できること。 

（記載なし） 

№61 P.53 自分の性別に違和感を感じている
児童生徒が抱える問題に対する教育
現場での配慮の充実 

性別違和のある児童生徒が抱える
問題に対する教育現場での配慮の充
実 

  



川崎市人権施策推進基本計画

人権かわさきイニシアチブ

川崎市 市民・事業者等

庁内連絡調整組織 施策の検討・協議組織

５つの柱
２０の施策の方向

１２の分野別施策

（各局基本計画・行動計画）

資料３

川崎市
人権・男女共同参画推進連絡会議

〔 構成員 ： 全局・区（室）長 〕

人権及び男女共同参画関連施策の総合的な推進

幹事会
〔 構成員 ： 全局・区（室）課長級職員 〕

人権及び男女共同参画関連施策の
実務的事項の研究・協議

各種調整会議

分野別施策の
具体的な推進・調整

推進部会

基本計画の進行管理

かわさき人権施策推進協議会
〔 構成員 ： 学識経験者、関係団体、市民代表者 〕

人権施策を推進するために必要な事項を検討・協議

関係団体・関係機関との連携

連携協働による人権施策の推進
連携

連携

12
様
々
な
市
民
の
権
利
の
尊
重
と
差
別
の

撤
廃

11
★
自
殺
を
め
ぐ
る
問
題
へ
の
取
組

【
川
崎
市
自
殺
対
策
総
合
推
進
計
画
（
予
定
）
】

10
★
性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
の
人
々
の
人
権

９
★
拉
致
問
題
へ
の
取
組

８
ホ
ー
ム
レ
ス
（
野
宿
生
活
者
）
の
人
権

の
擁
護
と
自
立
支
援

【
川
崎
市
ホ
ー
ム
レ
ス
自
立
支
援
実
施
計
画
】

７
住
み
慣
れ
た
地
域
で
健
や
か
に
暮
ら
せ

る
医
療
体
制
の
構
築

【
川
崎
市
地
域
医
療
計
画
】

６
外
国
人
市
民
の
人
権
施
策
の
充
実

【
川
崎
市
多
文
化
共
生
社
会
推
進
指
針
】

５
同
和
問
題
へ
の
取
組

４
障
害
者
の
自
立
と
共
に
生
き
る
ま
ち
づ

く
り

【
か
わ
さ
き
ノ
ー
マ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
】

３
高
齢
者
が
住
み
慣
れ
た
地
域
で
安
心
し

て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

【
川
崎
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事

業
計
画
】

２
男
女
共
同
参
画
社
会
の
形
成
と
女
性
の

人
権
尊
重【

川
崎
市
男
女
平
等
推
進
行
動
計
画
】

１
子
ど
も
の
人
権
の
尊
重
と
権
利
保
障
の

推
進

【
川
崎
市
子
ど
も
の
権
利
に
関
す
る
行
動
計
画
】

12
の
分
野
別
施
策

５ 連携協働に
よる取組の
推進

５－１ 市民、事業者の参加の促進
（16）市民の参加の促進 （17）事業者の参加の促進

５－２ 関係団体、関係機関との連携協働の促進
（18）市民活動への人権の視点の醸成
（19）関係団体、関係機関とのネットワークの強化〔★障害者雇用・就労の促進〕 （20）関係団体への支援

４ 相談・救済、
自立支援の
充実

４－１ 相談・救済、自立支援の充実
（13）相談・救済体制の強化〔★障害者差別解消支援地域協議会の設置 他〕
（14）自立支援の充実

４－２ 相談・救済、自立支援を行う団体等との連携強化
（15）関係団体・関係機関との連携

３★人権研修の
充実・推進

３－１ 人権尊重のまちづくりを担う職員等の育成
（10）教職員の豊かな人権感覚の育成 （11）体系的な研修プログラムによる職員の育成〔★各局・区独自の人権研修 他〕

３－２ より専門的な人権研修の推進
（12）専門分野の従事者への研修の推進〔★保育園・幼稚園職員向け研修 他〕

２ 人権意識の
普及

２－１ 人権意識の普及活動の推進
（７）市民への人権意識の普及〔★オリンピック・パラリンピックを契機とした心のバリアフリーの普及 他〕
（８）事業者、団体等への人権意識の普及

２－２ 事業者、団体等の普及活動への支援
（９）事業者、団体等による人権学習・研修への支援

１ 人権教育の
推進

１－１ 保育園・幼稚園・学校における人権教育の推進
（１）人権尊重教育の推進〔★インクルーシブ教育システムの構築 他〕（２）多文化共生教育の推進
（３）相談・救済に関わる校内体制の整備

１－２ 生涯学習における人権教育の推進
（４）人権尊重教育の推進 （５）意見表明・参加がしにくい人への支援 （６）市民の主体的な人権学習への支援

５
つ
の
柱

施
策
の
方
向
（
20
）

４ 市民、事業者、市が
共に取り組む人権
尊重のまちづくり

・地域、学校、企業、団体
等との連携を通じた人権
問題の解決が重要

・「心のバリアフリー」を
進め、ダイバーシティの
まちづくりを目指す

３ 互いの歴史や文化を
理解し、共に生きる
まちづくり

・国籍、民族、文化の違いを
豊かさとして活かし、多文
化共生社会をめざす

２ 差別や偏見のない、
優しさにあふれた
まちづくり

・人権問題を社会問題と
捉え、「差別をしない・
させない」という
当事者感覚が必要

１ 市民一人ひとりが
尊重され、生き生き
と暮らすことができる
まちづくり

・人権感覚豊かな地域社会
づくりには人権意識の普
及が必要

・人権の大切さを市民共通
の意識として形成する

基
本
目
標

基
本
理
念

３ 連携協働による 人権施策
の推進

１市民団体等との連携協働の
推進

２事業者等との連携協働の
推進

２ あらゆる差別の撤廃
と人権侵害の防止

１ 人権擁護の推進
２ 人権施策の推進体制の

充実

１ 国際的な視点に立った人権意識の形成

１★あらゆる施策への人権尊重の視点の反映
２★平等と多様性（ダイバーシティ）の尊重

の推進
３ 人権尊重教育と普及活動の推進

★
前
文

・人権を尊重し、共に生きる社会を築くため、あらゆる施策へ人権尊重の視点を反映させる必要性は高まっている

・一人ひとりの人間の尊厳を最優先する人権施策を平等と多様性（ダイバーシティ） を尊重しながら推進することを決意

第
１
部

第
２
部

第
３
部

★：新規の施策

≪進行管理≫

「川崎市人権・男女共同参画推進連絡会議」で

各部局間の連絡調整を図りながら、人権施策を

総合的に推進。

★毎年度、所管課による自己評価を実施。

★事業等の取組状況について、「かわさき人権

施策推進協議会」に意見・助言を求める。

施策の推進
・

検証
意見・助言

計画の推進

川崎市人権施策推進基本計画 「人権かわさきイニシアチブ」施策体系図

第４部

反映
・

調整



 
 

 
 

 

川崎市人権施策推進基本計画 

人権かわさきイニシアチブ 
～人権を尊重し、共に生きる社会をめざして～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

平成２７（２０１５）年３月 

 

川 崎 市 
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はじめに 

  

人権は、誰もが生まれながらに持っている権利であり、生命や自由、平等を

保障し、私たち一人ひとりの日常生活を根本から支えている大切なものです。 

本市では、人権を尊重し、共に生きる社会をめざして、平成 12（2000）年に

「川崎市人権施策推進指針」を、平成 19（2007）年には「川崎市人権施策推進

基本計画」を策定し、人権施策を総合的に推進してまいりました。 

しかし、経済のグローバル化等がより一層進展し、社会経済システムが変化

するとともに、地域における人と人とのつながりが薄くなるなど、人権を取り

巻く状況が変化してきています。 

こうした状況のもと、一人ひとりの人間の尊厳を最優先する「川崎らしい」

人権施策を推進するため、これまでの施策を基本としながら、人権関連の法律・

条例の整備状況、新たな人権課題などを踏まえ、基本計画を改定しました。 

計画には、人権施策を市が率先して推進することを示すため、新たに「人権

かわさきイニシアチブ」というタイトルを掲げるとともに、計画の基本原則と

なる「前文」を導入しました。 

また、「人権教育の推進」、「人権意識の普及」、「相談・救済、自立支援の充実」、

「連携協働による取組の推進」という４つの施策の柱に、市職員が今後より一

層率先して人権施策に取り組んでいくため「人権研修の充実・推進」を加え、「５

つの柱」としました。 

さらに、子どもの人権や男女共同参画などの９項目の分野別施策に、本市が

先駆的または独自に取り組んでいる「拉致問題への取組」、「性的マイノリティ

の人々の人権」、「自殺をめぐる問題への取組」などの施策を加え、「１２の分野

別施策」としました。 

川崎を、一人ひとりの人権が尊重され幸せのあふれる「最幸のまち かわさ

き」にするため、この基本計画に基づき、あらゆる施策に人権尊重の視点を反

映していくとともに、平等と多様性（ダイバーシティ）を尊重しながら人権施

策に取り組んでまいります。 

この基本計画の策定に当たり、市民の皆様や関係団体の方々に御参加いただ

き、貴重な御意見、御提言をいただきました。心から感謝申し上げますととも

に、今後とも本計画の推進に対しまして、御理解と御協力を賜りますよう心か

らお願い申し上げます。 

 

平成 27（2015）年３月 

川崎市長 福田 紀彦 
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第１部 基本的な考え方 

Ⅰ 前文 

 昭和２３（１９４８）年１２月１０日、第３回国連総会において世界人権宣言が採択さ

れました。同宣言は「人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と、平等で譲ることのでき

ない権利とを承認することは、世界における自由、正義及び平和の基礎である」ことを謳

い、その後に発展する国際人権保障制度の土台を築きました。こうして、国連では、同宣

言採択後、国際人権規約をはじめとして、人種差別撤廃条約、女性差別撤廃条約、子ども

の権利条約、障害者権利条約などが作成されてきました。このように定立されたグローバ

ルな人権基準は、条約ごとに設置された委員会や国連総会・人権理事会などを通じて、そ

の実施状況を国際的に監視されるようになっています。世界人権宣言が謳い上げた理念は、

６６年たった今も継承され、さらなる制度的な発展を続けています。 

 

日本国憲法は、基本的人権を「侵すことのできない永久の権利」であり、「人類の多年に

わたる自由獲得の努力の成果」と定め、さらに、「日本国が締結した条約及び確立された国

際法規はこれを誠実に遵守すること」を定めています。国際協調主義を掲げた憲法の下に

あって、国際人権規約など日本が締結した人権諸条約は、基本的に日本の国内法としての

効力を与えられており、日本の国内において、憲法とともに市民の人権を保障するものと

なっています。 

 

憲法や条約に定められた人権は私たち一人ひとりのものであり、身近なところで活かさ

れなければ本来の意義を失ってしまいます。私たちが日常生活を営む場は例外なく地方自

治体の中にあります。川崎市は、人権が尊重される社会を実現する現場の最前線としての

責務を強く意識して、差別と闘う当事者や市民からの主体的な働きかけを受け止めながら、

多くの人権施策に取り組んできました。 

 

 ２１世紀の深まりとともに、経済のグローバル化が進み、地域や職場における人と人と

のつながりが希薄化し、さらに非正規雇用が増加するなど、人権に関わる新たな課題が増

えてきています。こうした変容する社会情勢を受けて、人権を尊重し、共に生きる社会を

築くため、あらゆる施策に人権尊重の視点を反映させる必要性はますます高まっています。 

 

川崎市は、東京オリンピック・パラリンピックや川崎市制１００周年を見据えて、新た

な時代状況に対応するため、一人ひとりの人間の尊厳を最優先する「川崎らしい」人権施

策を、平等と多様性（ダイバーシティ）を尊重しながら推進していくことを決意し、ここ

に、川崎市人権施策推進基本計画「人権かわさきイニシアチブ」を策定します。 
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Ⅱ 川崎市における人権をとりまく状況 

１ 国際的な取組 

 第二次世界大戦後間もない昭和２３（１９４８）年に「すべての人間は、生まれながら

にして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。人間は、理性と良心とを授

けられており、互いに同胞の精神をもって行動しなければならない。」の条文で始まる世界

人権宣言が、国連総会において採択されました。 

 その後、国際人権規約、女性差別撤廃条約、子どもの権利条約、人種差別撤廃条約、拷

問等禁止条約、強制失踪条約、障害者権利条約1など多くの人権条約が採択されるとともに、

人権に関する各種宣言や国際年など国際的な取組が行われています。 

 また、平成７（１９９５）年から平成１６（２００４）年まで「人権教育のための国連

１０年」の取組が進められ、終了後に国連総会において「人権教育のための世界プログラ

ム」が決議されました。これに基づき「人権教育のための世界計画」が平成１７（２００

５）年から平成２１（２００９）年の第１フェーズ行動計画や、平成２２（２０１０）年

から平成２６（２０１４）年の第２フェーズ行動計画によりさらに進められています。 

さらに、国連では人権分野への対処能力強化を目的として、平成１８（２００６）年に

人権委員会に替えて人権理事会が創設されるとともに、UPR2の導入や国連人権高等弁務官

事務所の機能強化が進められました。国際人権規約をはじめとする国際人権諸条約はそれ

ぞれ委員会（条約機関）への報告制度3があり、日本政府に対して様々な勧告が行われてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 障害者権利条約は、障害を個人の属性と社会的障壁との相互作用と捉え、「persons with disabilities」
と表記している。日本政府は、障害者権利条約署名後に障がい者制度改革推進会議のもとに作業チームを

設置し、「障害」「障碍」「障がい」等の表記について検討し、平成２２（２０１０）年に報告書を発表し

た。報告書では、社会的障壁としての「障害」の表記について多様な考え方があり、「現時点において新

たに特定のものに決定することは困難であると言わざるを得ない」ため「当面、現状の『障害』を用いる」

とした。 
2 UPR：Universal Periodic Review（普遍的定期審査）。全ての国連加盟国の人権状況を普遍的に審査す

る枠組みとして盛り込まれた制度。国連加盟国各国は４年半で全ての国が審査される。 
3 報告制度：締約国が、条約に規定された人権尊重・確保の義務をどのように履行しているかについて、

自ら報告を定期的に委員会（条約機関）に提出し、それを委員会が検討する制度。 
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国際人権諸条約一覧 

 

名称 略称等 採択年 発効年 日本の締結年

人身売買及び他人の売

春からの搾取の禁止に

関する条約 

人身売買禁止条約 昭和２４ 

（１９４９）

昭和２６ 

（１９５１） 

昭和３３ 

（１９５８）

難民の地位に関する条

約 

難民条約 昭和２６ 

（１９５１）

昭和２９ 

（１９５４） 

昭和５６ 

（１９８１）

婦人の参政権に関する

条約 

婦人参政権条約 昭和２８ 

（１９５３）

昭和２９ 

（１９５４） 

昭和３０ 

（１９５５）

あらゆる形態の人種差

別の撤廃に関する国際

条約 

人種差別撤廃条約 昭和４０ 

（１９６５）

昭和４４ 

（１９６９） 

平成７ 

（１９９５）

経済的、社会的及び文

化的権利に関する国際

規約 

国際人権規約 

（社会権規約） 

昭和４１ 

（１９６６）

昭和５１ 

（１９７６） 

昭和５４ 

（１９７９）

市民的及び政治的権利

に関する国際規約 

国際人権規約 

（自由権規約） 

昭和４１ 

（１９６６）

昭和５１ 

（１９７６） 

昭和５４ 

（１９７９）

女子に対するあらゆる

形態の差別の撤廃に関

する条約 

女性差別撤廃条約 昭和５４ 

（１９７９）

昭和５６ 

（１９８１） 

昭和６０ 

（１９８５）

拷問及びその他の残虐

な非人道的な又は品位

を傷つける取扱い又は

刑罰に関する条約 

拷問等禁止条約 昭和５９ 

（１９８４）

昭和６２ 

（１９８７） 

平成１１ 

（１９９９）

児童の権利に関する条

約 

子どもの権利条約 平成元 

（１９８９）

平成２ 

（１９９０） 

平成６ 

（１９９４）

強制失踪からのすべて

の者の保護に関する国

際条約 

強制失踪条約 平成１８ 

（２００６）

平成２２ 

（２０１０） 

平成２１ 

（２００９）

障害者の権利に関する

条約 

障害者権利条約 平成１８ 

（２００６）

平成２０ 

（２００８） 

平成２６ 

（２０１４）
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２ 国内の動き 

国は、「国際人権規約」をはじめ主要な国際人権諸条約を批准するとともに、平成８（１

９９６）年には、人権の擁護に関する施策の推進について国の責務を明らかにした「人権

擁護施策推進法」（５年の時限立法）を制定し、平成９（１９９７）年には、「人権教育の

ための国連１０年に関する国内行動計画」を策定しました。 

また、同年、「我が国の多様な文化の発展に寄与すること」を目的に「アイヌ文化振興法」

を制定しました。平成２０（２００８）年には「アイヌ民族を先住民族とすることを求め

る決議」が衆参両院で採択されています。 

平成１２（２０００）年には、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が制定され、

地方公共団体の責務として国と連携を図りつつ、地域の実情を踏まえ、人権教育及び人権

啓発に関する施策を策定、実施することが明記されました。同法の規定に基づき、平成１

４（２００２）年に「人権教育・啓発に関する基本計画」が策定されました。 

また、分野別の人権施策についても、それぞれ個別法や計画の整備が進められています。

主なものでも、児童虐待防止法や高齢者虐待防止法、障害者虐待防止法、いじめ防止対策

推進法、障害者差別解消法、ハンセン病問題基本法などが挙げられます。 

さらに、平成５（１９９３）年に国連総会で決議されたパリ原則4に沿った国内人権機関

を設置することが、日本政府に対する国連人権理事会の UPR 等で勧告されています。 

主な人権関係法 

分野 名称 制定年 

人権全般 社会福祉法 昭和２６（１９５１）

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 平成１２（２０００）

子ども 児童福祉法 昭和２２（１９４７）

母子及び父子並びに寡婦福祉法 昭和３９（１９６４）

児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及

び処罰並びに児童の保護等に関する法律 

平成１１（１９９９）

児童虐待の防止に関する法律 平成１２（２０００）

子ども・若者育成支援推進法 平成２１（２００９）

子ども・子育て支援法 平成２４（２０１２）

子どもの貧困対策の推進に関する法律 平成２５（２０１３）

いじめ防止対策推進法 平成２５（２０１３）

男女 売春防止法 昭和３１（１９５６）

雇用の分野における男女の均等な機会及び

待遇の確保等に関する法律 

昭和４７（１９７２）

男女共同参画社会基本法 平成１１（１９９９）

                                                   
4 パリ原則：「国内機構の地位に関する原則」。権限及び責任、構成並びに独立性及び多元性の保障など国

内人権機関を設置する際の原則を定めたもの。 
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分野 名称 制定年 

男女 ストーカー行為等の規制等に関する法律 平成１２（２０００）

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律 

平成１３（２００１）

高齢者 老人福祉法 昭和３８（１９６３）

介護保険法 平成９（１９９７） 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する

支援等に関する法律 

平成１７（２００５）

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律 

平成１８（２００６）

障害者 身体障害者福祉法 昭和２４（１９４９）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 昭和２５（１９５０）

知的障害者福祉法 昭和３５（１９６０）

障害者の雇用の促進等に関する法律 昭和３５（１９６０）

障害者基本法 昭和４５（１９７０）

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する

支援等に関する法律 

平成２３（２００１）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律 

平成２４（２０１２）

障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律 

平成２５（２０１３）

ホームレス等 生活保護法 昭和２５（１９５０）

ホームレスの自立の支援等に関する特別措

置法 

平成１４（２００２）

生活困窮者自立支援法 平成２５（２０１３）

拉致被害者 北朝鮮当局によって拉致された被害者等の

支援に関する法律 

平成１４（２００２）

拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害

問題への対処に関する法律 

平成１８（２００６）

性的マイノリティ 性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関

する法律 

平成１５（２００３）

自殺 自殺対策基本法 平成１８（２００６）

アイヌ民族 アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に

関する知識の普及及び啓発に関する法律 

平成９（１９９７） 

犯罪被害者 犯罪被害者等基本法 平成１６（２００４）

災害被害者 被災者生活再建支援法 平成１０（１９９８）

子ども・被災者支援法 平成２４（２０１２）

ハンセン病回復者 ハンセン病問題の解決の促進に関する法律 平成２０（２００８）
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３ 川崎市におけるこれまでの取組と課題 

（１）これまでの取組 

川崎市は、関東大震災の翌年、大正１３（１９２４）年７月１日に市制が施行され、そ

の後、隣接町村を編入し昭和１４（１９３９）年に現在の市域がほぼ形成されました。震

災の復興後、京浜工業地帯の中核都市として、日本の近代化や経済発展を先導するととも

に、戦災からの復興や公害の克服など様々な役割を果たしてきました。 

 なかでも、市の南部・臨海地域は、戦前より大企業とその関連企業で働くため、日本各

地や、さらに朝鮮半島をはじめとする海外から多くの人が移り住み、地域に根づいて多様

な文化が交流する「多文化のまち」へと発展してきました。 

北西部の多摩丘陵部等での宅地開発や、１９９０年代以降、経済活動のグローバル化が

進展する中で JR 南武線沿いに世界的な IT 関連企業や研究開発施設等が数多く立地すると

ともに、再開発が進んだことで、平成２６（２０１４）年には人口が１４６万人を超えま

した。その中で、様々な国から在留資格も多様な人々が来日し、地域で生活する外国人市

民も増えています。 

 こうした中で、川崎市は国際人権諸条約の基準に沿った人権保障を見据えながら、平成

１２（２０００）年に「川崎市人権施策推進指針」を策定し、人権施策を総合的に推進し

てきました。分野別の人権施策についても、川崎市外国人市民代表者会議条例5、川崎市子

どもの権利に関する条例6、男女平等かわさき条例7を制定し、条例の趣旨に沿って具体的･

計画的に実施するための行動計画や、多文化共生社会の構築をめざす川崎市多文化共生社

会推進指針8を策定しました。また、子どもの権利の侵害と男女平等に関わる人権侵害につ

いては、相談・救済を行うため川崎市人権オンブズパーソン条例を制定しました。 

さらに、平成２０（２００８）年の犯罪被害者支援相談窓口の設置や平成２２（２０１

０）年の性同一性障害者相談窓口の設置、平成２４（２０１２）年の川崎市子どもを虐待

から守る条例や平成２５（２０１３）年の川崎市自殺対策の推進に関する条例、平成２６

（２０１４）年の川崎市いじめ防止対策連絡協議会等条例の制定など、着実に人権施策を

推進してきました。 

 

（２）今後の課題 

経済のグローバル化等が急速に進展し、社会経済システムが大きく変化するとともに、

地域における連携・連帯が希薄化してきていることから、市民の生活や地域の安全が脅か

され、一人ひとりの人権が守られにくい状況も生まれています。例えば、地域社会のなか

で連携がとれず、不安感を増すことが「自己防御」の強く働く要因となります。そのよう

                                                   
5 川崎市外国人市民代表者会議条例：平成８（１９９６）年制定。 
6 川崎市子どもの権利に関する条例：平成１２（２０００）年制定。 
7 男女平等かわさき条例：平成１３（２００１）年制定。 
8 川崎市多文化共生社会推進指針：平成１７（２００５）年制定。 
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な風潮が児童虐待をはじめ、ヘイトスピーチ9などの外国人排斥、ホームレス（野宿生活者）

差別などの人権侵害を引き起こす遠因にもなっているという指摘もされています。 

また、名前や顔写真などの個人情報をさらされ中傷されたなど、高度情報化社会の進行

に伴うインターネット等を利用した人権侵害や、リーマン・ショック以降の経済の低迷等

に伴う貧困に関わる人権問題、東日本大震災により避難している方々の人権、特に放射線

や放射能物質に起因する福島県民や県外避難者に対する風評被害や差別問題など、様々な

市民の権利の尊重と人権問題に対する取組が必要となっています。 

さらに、高齢者・障害者・外国人・乳幼児・妊婦等、災害時要援護者への支援問題、性

同一性障害等の性的マイノリティの人々の人権、相次ぐいじめ自殺事件で社会的関心を集

めた子どもの人権問題や、障害者でありかつ高齢者である場合、外国人でありかつ女性で

ある場合など、当事者が差別を複合的に抱えることもあります。 

こうしたすべての市民の身近な安全・安心な暮らしを守ることは、人権施策上からも大

きな課題となっています。 

 

ア 人権意識の推移について 

 人権施策推進基本計画に基づき人権教育や人権意識の普及を進めてきましたが、平成２

２（２０１０）年の「人権に関する市民意識調査」（外国人市民を含む満２０歳以上の市内

居住者を対象に、５年ごとに実施）によれば、「市民一人ひとりの人権意識が高くなってい

ると思う」とする割合が５年前に比べて５．９ポイント減少し、「思わない」とする割合が

４．６ポイント増加しています。 

今後、より一層多様な手法により人権教育や人権意識の普及を進めていくことが課題と

なっています。 

 

                                                   
9 ヘイトスピーチ（Hate Speech）：憎悪表現。人種や国籍、ジェンダーなどの特定の属性を有する集団

をおとしめたり、差別や暴力行為を煽るなどする言動を指す。少数者集団に対する侮辱、名誉毀損、憎悪、

排斥、差別などを内容とする表現行為。国際人権規約（自由権規約）第２０条第２項は「差別、敵意又は

暴力の扇動となる国民的、人種的又は宗教的憎悪の唱道は、法律で禁止する」と定めている。 

平成２２年 

（２０１０年） 

平成１２（２０００）年

平成１７年 

（２００５年） 
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イ 人権課題について 

平成２２（２０１０）年の「人権に関する市民意識調査」によれば、市民が関心を持つ

人権課題は一層多様化しています。障害者、子ども、男女平等、高齢者等の従来からの人

権課題への関心が依然として高いことに加え、インターネットによる人権侵害や犯罪被害

者の人権、拉致被害者の人権など新たな人権課題に対する関心も高まっています。 

また、性同一性障害など性的マイノリティの人権にも一定の関心が寄せられるなど、関

心は低いものの、人権問題に対する関心や理解の対象が広がっていることがうかがえます。 

今後も、障害者、子ども、男女平等、高齢者等の人権課題に引き続き取り組むとともに、

新たな人権課題に対して積極的に取り組んでいくことが課題となっています。 

 

 

 

平成２２（２０１０）年

平成１７（２００５）年

平成１２（２０００）年
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ウ 同和問題10について 

平成２２（２０１０）年の「人権に関する市民意識調査」によれば、仮に自分の子ども

が結婚しようとする相手が同和関係者であるとわかった場合、「親としては反対するが、子

どもの意思が強ければしかたないので認める」という回答が依然として３割を超えていま

す。 

今後も、同和問題への正しい理解を図るために、人権教育や人権意識の普及を行い、市

民や人権に関わる団体等と連携し協力し合いながら、問題の解決に向けて取り組んでいく

ことが課題となっています。 

 

 

 

 

Ⅲ 基本計画の位置付け 

本計画は、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第５条「地方公共団体は、基本

理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権教育及び人権啓

発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する」との規定に基づく取組であり、人

権に関わる分野別の条例や指針に基づく計画と整合を図りながら体系的にまとめた計画と

して位置付けられます。 

 

Ⅳ 計画期間 

   本計画の期間は、平成２７（２０１５）年４月から平成３８（２０２６）年３月までと

します。ただし、社会経済状況の変化、計画の取組状況などにより、新たに盛り込むべき

事項が生じた場合は、必要に応じて見直すこととします。 

   

                                                   
10 同和問題：「同和地区」などと呼ばれる地域の出身であることや、そこに住んでいるというだけで、日

常の様々な場面で差別を受ける問題。 

平成２２年 

（２０１０年）

平成１７年 

（２００５年）
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Ⅴ 基本理念 

１ 国際的な視点に立った人権意識の形成 

 （１）あらゆる施策への人権尊重の視点の反映 

昭和２３（１９４８）年１２月１０日、国連総会で「すべての人民とすべての国とが達

成すべき共通の基準として」世界人権宣言が採択されました。宣言は「人類社会のすべて

の構成員の固有の尊厳と、平等で譲ることのできない権利とを承認することは、世界にお

ける自由、正義及び平和の基礎である」と謳っています。 

川崎市は、平成１６（２００４）年に政令指定都市として初めて制定した川崎市自治基

本条例で「人類共通の願いである恒久平和と持続可能な社会が広く世界に築かれることを

希求し、川崎市民としての誇りを持ち、一人ひとりの人権が尊重される『活力とうるおい

のある市民都市・川崎』の創造を目指す」ことを掲げました。 

また、平成１８（２００６）年に全国の自治体として初めて国連グローバル・コンパク

ト11に署名し、参加しました。このコンパクトでは「国際的に宣言されている人権の保護を

支持、尊重」し、「自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである」ことなどを提唱し

ています。平成２３（２００１）年には、国連グローバル・コンパクトを拡充する「人権

とビジネスに関する指導原則」12が国連人権理事会で作成されています。 

今後も、平成３２（２０２０）年の東京オリンピック・パラリンピックや平成３６（２

０２４）年の川崎市制１００周年を見据えて、すべての人が、国籍や民族、文化、性別、

障害の有無などの様々な違いを互いに認めて共生できる、恒久平和と持続可能な社会が広

く世界に築かれることを希求しながら、あらゆる施策に人権尊重の視点を一層反映させて

いきます。 

（２）平等と多様性（ダイバーシティ）の尊重の推進 

川崎市では、外国人市民は共にまちづくりを担うかけがえのない一員であるとの視点か

ら、「川崎市外国人市民代表者会議」を条例で設置し、外国人市民の声を市政に反映させる

とともに、「川崎市多文化共生社会推進指針」を策定し、市民、事業者、団体等と協働して、

国籍や民族、文化の違いを豊かさとして活かし、すべての人が互いに認め合い、人権が尊

重され、自立した市民として共に暮らすことができる「多文化共生社会」をめざしてきま

                                                   
11 国連グローバル・コンパクト（Global Compact）：人権、労働、環境、腐敗防止の各分野において企

業や団体の自発的な取組を呼びかけるプログラムで、国連が平成１２（２０００）年に発表した。①人権

擁護の支持・尊重、②人権侵害に加担しない、③組合結成と自由と団体交渉の権利、④あらゆる形態の強

制労働の排除、⑤児童労働の実効的廃止、⑥雇用と職業に関する差別撤廃、⑦環境問題への予防的アプロ

ーチの支持、⑧環境に関して一層の責任を担うためのイニシアチブ、⑨環境にやさしい技術の開発と普及

促進、⑩あらゆる形態の腐敗防止、の１０原則を掲げる。 
12 人権とビジネスに関する指導原則（Guiding Principles on Business and Human Rights）：国連人権

理事会が平成２３（２００１）年に決議した、人権とビジネスに関してすべての国と企業が尊重すべき基

準。①企業を含む第三者による人権侵害から保護するという国家の義務、②人権を尊重するという企業の

責任、③実効的な救済手段へのアクセスを容易にする必要性、の３本の柱から成る。 
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した。また、子どもや高齢者、障害者も安心して共に暮らせる地域社会づくりを進めてき

ました。 

国籍や民族、文化の違いをはじめとして、性別、身体的能力や特徴、年齢、価値観や生

き方など、人には様々な違いがあります。世界人権宣言は、「すべての人間は、生まれなが

らにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等」であり、「すべて人は、人種、皮

膚の色、性、言語、政治上のその他の意見、国民的若しくは社会的出身、財産、門地その

他の地位又はこれに類するいかなる事由による差別も受けることなく、この宣言に掲げる

すべての権利と自由とを享有することができる」としています。 

「人間が平等である」ことと「個人が多様である」こと、つまり平等と多様性を同時に

尊重することといえます。基本的人権を尊重するということは、すべての人が互いにそれ

ぞれの違いを認め、多様性（ダイバーシティ13）を尊重しあい、一人ひとりが尊厳を持って

自分らしく生きる権利を保障していくことです。 

また、これまで国際人権諸条約は、他者の支援がなくとも自己実現ができる成人を社会

の標準としてきました。しかし、子どもの権利条約や障害者権利条約は、そうした考え方

を大きく転換し、多様な人間によって社会が構成されていることを認め、その多様性をし

っかりと尊重できるように社会のあり方を変えていくことを求める条約といえます14。 

今後も、これまでの取組を土台にしながら、国際的な視点に立って、平等と多様性の尊

重を推進していきます。 

（３）人権尊重教育と普及活動の推進 

世界人権宣言の理念を浸透させ、人権を尊重することが当たり前であるという状態、い

わゆる「人権という普遍的文化」を築くことをめざした「人権教育のための国連１０年」

などの国際的な流れの中で、国は「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」を制定し、

「人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、学校教育や社会教育における人権教育や、

人権にかかわりの深い特定の職業に従事する者15に対する研修等を推進しています。 

                                                   
13 ダイバーシティ（Diversity）：多様性。経済産業省は「多様な人材（性別、年齢、国籍、障がいの有

無などだけでなく、キャリアや働き方などの多様性も含む）を活かし、その能力が最大限発揮できる機会

を提供する」ことを「ダイバーシティ」としている。また、大阪市は「英語の Diversity & Inclusion を

略したもので、『多様性の受容』『多様性の包摂』を意味する。人としての多様な外見上の違いや内面的な

違いに関わりなく、認め合い、受け入れ、共に生きることと理解される。ダイバーシティを推進すること

によりめざす社会とは、性別や国籍、年齢、障害の有無など外見的な違いや文化的背景や考え方、価値観

など内面的な違いに関わりなく、すべての人がその個性を生かして、自分の持てる力、能力を発揮できる

ような社会である」としている。 
14 例えば、障害者権利条約第２条は「合理的配慮」を「障害者が他の者との平等を基礎として全ての人

権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、

特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう」

と定義し、第５条で「締約国は、平等を促進し、及び差別を撤廃することを目的として、合理的配慮が提

供されることを確保するための全ての適当な措置をとる」と定めている。 
15 人権にかかわりの深い特定の職業に従事する者：教員・社会教育関係職員、医療関係者、福祉関係職

員、消防職員、矯正施設・更正保護関係職員、その他の公務員等。 
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川崎市では人権尊重教育を教育の根幹をなす重要な柱として捉え、「川崎市外国人教育基

本方針」16を制定するとともに「川崎市子どもの権利に関する条例」に基づき、学校教育と

ともに市民館を中心とした社会教育の場においても人権尊重教育を着実に推進しています。 

また、川崎市では、人権侵害を受けた当事者をはじめとする市民の意見を真摯に受け止

めることによって、人権施策を前進させてきた歴史があります。人権意識の形成と普及を

実効あるものとするために、人権の歴史や差別的な行為に至った背景及び社会的構造の認

識に留まらず、他者の痛みを感じ取る力を養うことができるように、当事者を含めた市民

や関係団体等と一体になった普及活動に取り組んできました。 

今後も、いかなる差別や偏見も許さず、自ら人権侵害を見抜く眼をもつとともに、違い

を認め尊重しあう意識の醸成をめざして指導・育成を図るとともに、学校、地域等のあら

ゆる機会、あらゆる場を捉えて、市民として必要な力をつける市民教育17の観点から人権尊

重教育を積極的に推進していきます。 

２ あらゆる差別の撤廃と人権侵害の防止 

 （１）人権擁護の推進 

人権課題には、権利を主張する者どうしの衝突や、自らの行為が気づかぬうちに他者の

人権を侵害してしまうようなことも考えられます。権利の擁護を進めていくには、相手の

心の痛みや自らの行為の責任を十分に認識できるような取組がなければ、より一層深刻な

人権侵害を生み出すこととなります。 

川崎市は、国と協力し人権擁護委員による人権相談を各区役所において実施するほか、

子ども、男女平等、高齢者、障害者などの各分野において、様々な相談事業を実施してい

ます。平成１４（２００２）年には人権オンブズパーソンを設置し、子どもの権利の侵害

と男女平等に関わる人権侵害について相談・救済を行っています。 

子ども、高齢者、障害者などに対する虐待やいじめ、DV18、ストーカー行為19、職場や学

校等でのセクシュアル・ハラスメント20、パワー・ハラスメント21などについて関係団体・

機関と連携して相談・救済を実施していますが、人権侵害を受けた人が本来持つ権利を認

                                                   
16 川崎市外国人教育基本方針：昭和６１（１９８６）年に「川崎市在日外国人教育基本方針」として制

定し、平成１０（１９９８）年に「川崎市外国人教育基本方針」に改定。 
17 市民教育（citizenship education）：市民が地域の活動等に積極的に参加し、相互に協力し、よりよい

地域社会を築いていくために必要な力をつける教育。 
18 DV：ドメスティック・バイオレンス（Domestic Violence）の頭文字。夫や恋人、パートナーなどか

ら受ける暴力。 
19 ストーカー行為：同一の人に対し「つきまとい等」を繰り返して行うこと。 
20 セクシュアル・ハラスメント（Sexual Harassment）：性的いやがらせ。厚生労働省の指針では、職務

上の地位を利用して性的な関係を強要し、それを拒否した人に対し減給、降格などの不利益を負わせる「対

価型」と、性的な関係は要求しないものの、職場内での性的な言動により働く人たちを不快にさせ、職場

環境を損なう「環境型」の二つのタイプに分けている。 
21 パワー・ハラスメント（Power Harassment）：職務権限を背景にした職場等でのいやがらせ。 
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識し、その事実や問題の解決に立ち向かう力をもてるようにエンパワメント22の視点から支

援することも必要です。 

また、経済のグローバル化、雇用の不安定化、地域や家族のつながりの弱体化等の経済

社会の構造変化の中で、貧困や社会的な孤立、自殺などの様々なリスクが高まっています。

ある社会的リスクに晒され続けると、そのリスクが別のリスクに連鎖し、それがまた新た

な生活困難を引き起こし、いわゆる「社会的排除」23の危険性が高まります。人権侵害を受

けた人が問題を解決し自立して社会生活を営むことができるように環境を整備するなど、

いわゆる「社会的包摂」24の視点から自立支援を強化していくことが求められています。 

今後も、相談・救済体制を整えながら、関係団体・機関との連携協働により、人権擁護

を推進していきます。 

（２）人権施策の推進体制の充実 

人権施策を総合的に推進するためには各部局間の連携・調整が必要であり、全庁的推進

組織として、副市長を会長に全局・区（室）長で組織する「川崎市人権・男女共同参画推

進連絡会議」を設置しています。今後さらにその機能を充実させ、各部局間の連携・調整

を迅速、円滑に行い、人権施策をより一層効果的に推進します。 

平成１１（１９９９）年に設置された「かわさき人権啓発推進協議会」は、学識経験者、

関係団体や市民の代表者等により、人権施策の推進を図るために必要な事項について検

討・協議を行ってきましたが、協議会が基本計画の推進にあたって意見及び助言を行うこ

とを明確にするため、平成２４（２０１２）年に要綱を改正し、名称を「かわさき人権施

策推進協議会」に変更するとともに、設置目的及び所轄事項を改めました。 

今後も、人権施策を総合的に推進するため意見及び助言を行うとともに、基本計画につ

いて評価を加えながら検証を進めていきます。 

３ 連携協働による人権施策の推進 

 （１）市民団体等との連携協働の推進 

川崎市は、「川崎市自治基本条例」第６条で「市民は、すべて人として尊重され、平和で

良好な環境の下で、自らの生命、自由及び幸福追求に対する権利が保障され、自己実現を

図ることができる」と定めるとともに、第５条に自治運営の基本原則として「情報共有の

原則」「参加の原則」「協働の原則」を掲げ、人権施策もこの原則を踏まえて推進されてい

ます。 

情報共有の観点では、市は人権施策の進捗状況調査を毎年全庁的に実施し、その結果を

取りまとめて、庁内会議やかわさき人権施策推進協議会等で報告しています。 

                                                   
22 エンパワメント（empowerment）：自己の課題を解決するにあたり、自分が主体者であることを自覚

し、自分自身に自信がもてるように、力を高めていくこと。 
23 社会的排除：ソーシャル・エクスクルージョン（Social Exclusion）。様々なリスクが連鎖し、複合的

に重なった結果として、雇用、家族、コミュニティなどの社会のあらゆる関係性から切り離され、社会と

のつながりが極めて希薄になってしまうこと。 
24 社会的包摂：ソーシャル・インクルージョン（Social Inclusion）。社会参加を促し保障していくこと。 
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参加の観点では、各区の市民館で実施している平和・人権学習や男女平等推進学習等の

企画委員として公募市民が参加することや、かわさき人権施策推進協議会をはじめとする

人権に関わる様々な審議会等で市民委員として公募委員が参加することを促進しています。

また、平成８（１９９６）年に条例により設置した「川崎市外国人市民代表者会議」にお

いて、外国人市民の代表者が自らに関わる課題について調査審議し、その結果は市長に報

告され、市政に反映されています。同様に子どもの施策においても、平成１３（２００１）

年に条例により設置した「川崎市子ども会議」において、子どもが市政等について意見を

表明する機会をつくるなど、子どもを含めた市民参加の場を広げています。 

協働の観点では、昭和６３（１９８８）年に、様々な差別や偏見などを受けてきた市民

からの声を受けとめ、外国人と日本人との交流施設として「川崎市ふれあい館」を設置し

ました。また、学校における「子どもへの暴力防止プログラム」25の実施や、ＤＶ等の被害

者支援にかかわるシェルターの運営者との連携・協働などの取組も広がりをみせています。 

今後も、人権施策の企画立案、実施、評価のあらゆる段階への市民参加を一層進めると

ともに、市民、NPO26・NGO27等と協働して人権施策を推進していきます。 

（２）事業者等との連携協働の推進 

川崎市は、一人ひとりの人権が尊重される社会の実現に努めていますが、より効果的か

つ実行性のある取組にするためには、人権教育及び人権普及活動を間断なく実施していく

ことが重要です。また、人権尊重をより広がりをもった取組に発展させていくためには、「企

業の社会的責任」28の視点から事業者等との連携協働を推進することが求められています。 

これまでも川崎市は、事業者や関係団体と連携協働して、雇用や就労などにおける差別

の解消、男女共同参画社会への取組、障害者雇用の推進等に向けて協議を行い、実績を積

み上げてきました。 

また、川崎市は全国の自治体として初めて「国連グローバル・コンパクト」に署名・参

加するとともに、独自に「かわさきコンパクト」を定めて、参加を呼びかけてきました。

これは市内で事業や活動を行う企業や市民が世界的に共有されている価値に基づいた取組

を実践することで、地域課題の解決や市民の福祉向上、国際貢献につなげていくことを目

指しています。 

今後も、「かわさきコンパクト」への参加を呼びかけるとともに、事業者や関係団体との

連携を強化し、主体的に人権尊重の取組を行うことができるよう支援の充実に努めていき

ます。 

 

                                                   
25 子どもへの暴力防止プログラム：Child Assault Prevention（CAP）。昭和５３（１９７８）年に米国

オハイオ州コロンバスのレイプ救援センターで初めて開発・実施された子どもへの暴力防止・人権教育プ

ログラム。エンパワメント、人権意識、コミュニティの３つの理念を柱とする。 
26 NPO：Non Profit Organization の頭文字。非営利組織。 
27 NGO：Non Governmental Organization の頭文字。非政府組織。 
28 企業の社会的責任：corporate social responsibility（CSR）。企業活動において、社会的公正や環境な

どへの配慮を組み込み、従業員、投資家、地域社会などの利害関係者に対して責任ある行動をとるととも

に、説明責任を果たしていくことを求める考え方。 
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Ⅵ 基本目標 

 

１ 市民一人ひとりが尊重され、生き生きと暮らすことができる 

まちづくり 

市民一人ひとりが個人として尊重されることが、生き生きと暮らすことができるまちづ

くりの大前提であることから、人権の尊重をあらゆる施策の基本とします。 

すべての市民が様々な違いを越えて、対等な人間関係を築ける人権感覚豊かな地域社会

づくりが重要であり、そのためには、市の企画する事業や地域での催しなどの様々な機会

を通じ、人権意識の普及を行うことが必要と考えます。 

人権の大切さを市民の共通の意識として形成し、市民一人ひとりの個性や人格を互いに

尊重し、共に支えあう社会をめざします。 

 

２ 差別や偏見のない、優しさにあふれたまちづくり 

少子・高齢化の進行、国際化の進展、情報の高度化等に伴い、インターネットによる差

別的な書込みや、個人情報が本人の知らないうちに社会に流出するなど新たな人権侵害や

差別、偏見が発生しています。 

人権の問題を一人ひとりの心の中で抱え込むのではなく、社会の問題として捉え、「差別

をしない・させない」という姿勢で、傍観者から当事者への感覚を持たなければなりませ

ん。 

人権を侵害する側と侵害される側といった、固定化された観念で考えるのではなく、人

権侵害の芽は誰の心の中にもあることを自覚し、いかなる差別や偏見も許さない、相手の

痛みを感じることのできる「優しさにあふれたまちづくり」をめざします。 

 

３ 互いの歴史や文化を理解し、共に生きるまちづくり 

大正３（１９１４）年、現在の川崎区富士見に富士瓦斯紡績株式会社川崎工場が造られ、

多くの沖縄出身者が移り住み、昭和２９（１９５４）年には沖縄民俗芸能が神奈川県から

無形文化財（後に無形民俗文化財）に指定されています。昭和２４（１９４９）年に川崎

競馬場が開設され、競走馬の育成に携わるアイヌ民族が川崎に移り住みました。 

また、平成２６（２０１４）年１２月末現在、川崎市には約３万１千人、市人口の２％

を超える外国人市民が暮らしています。戦前からの歴史的経緯により特別永住資格を有す

る在日韓国・朝鮮人が全体の約１／４を占める一方、１９８０年代後半以降の地球規模で

の社会経済構造の変化によって、１２１以上の国・地域から来日した人が、市内全域に居

住するようになってきました。国際結婚により生まれた人や海外からの帰国者など、日本

国籍であっても外国文化を背景にもつ人々も増えています。 
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多様な文化的背景を持つ市民が共に生活することにより地域社会が豊かになる一方、文

化の違いから摩擦が生じる場合もあります。また、偏見や差別意識がなくなっていないと

いう現実もあります。今後も、国籍や民族、文化の違いを豊かさとして活かし、すべての

人が互いに認め合い、人権が尊重され、自立した市民として共に暮らすことができる「多

文化共生社会」をめざします。 

 

４ 市民、事業者、市が共に取り組む人権尊重のまちづくり 

子どもや女性、高齢者などへの虐待事件が相次いで起きています。被害者の発見や保護

については、学校や相談機関、人権擁護委員、民生委員、児童委員、人権の擁護を行う NPO・

NGO 等の協力により進めていますが、地域的かつ広域的な連携や協力の充実がさらに必要

です。 

また、市内の事業所における就労差別、職場でのセクシュアル・ハラスメントやパワー・

ハラスメント等の問題も、市の人権擁護推進のための重要な課題といえます。 

市民の人権に関する問題は、国や自治体はもとより地域、学校、企業、団体、NPO・NGO

等との連携を通じて解決していくことが必要であり、自治体と市民が相互に支援し合うこ

とが重要です。市民、事業者等とともに連携し、なお一層「人権尊重のまちづくり」に取

り組みます。 

さらに、「心のバリアフリー」29の普及を進め、マイノリティ30といわれる人々との共生を

促すダイバーシティのまちづくりを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
29 「心のバリアフリー」：「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」では、バリアフリ

ー化の促進に関する国民の理解を深め、バリアフリー化の実施に関する国民の協力を求める、いわゆる「心

のバリアフリー」を深めていくことを国の責務として定めるとともに、高齢者や障害者等が円滑に移動し

施設を利用できるようにすることへの協力だけではなく、高齢者や障害者等の自立した日常生活や社会生

活を確保することの重要性について理解を深めることが、国民の責務として定められている。 
30 マイノリティ（minority）：社会の中で何らかの基準、事実を理由として、差別され権利を奪われてい

る人々。先住民族や移住者など異文化とされる人々、女性、性的指向の違う同性愛者、障害者、高齢者な

ど、社会的諸権利を奪われたり、不利を負わされている人々をさして呼ぶことが多い。 
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第２部 ５つの柱と施策の方向 

Ⅰ ５つの柱 

分野別の人権施策は、それぞれの人権課題に応じて、個別法、個別条例等を踏まえて実

施されています。これらの課題に対する共通の取組として、①人権教育を推進すること、

②人権意識を普及すること、③人権研修を推進すること、④相談・救済、自立支援のため

の施策を充実すること、⑤それらを推進する上で市民、事業者、市が連携協働する体制を

整備すること、を５つの柱として、人権施策を総合的に推進してまいります。 

 

【人権かわさきイニシアチブの推進スキーム】 

 

 

１ 人権教育の推進 

保育園・幼稚園・学校において、子どもの権利に基づき、子どもたちの自尊感情を育み、

違いを認め合い、尊重し合う意識や態度の育成をめざして、発達段階に応じた人権教育を

実施します。 

また、社会教育として、人権を尊重し共に生きる社会をつくるため人権教育を推進する

とともに、市民による学習・研修等を支援します。 

 

 

 

偏見、差別意識 

（知識の欠如など） 

差別・偏見のもととなる要素 
（社会的要因・歴史的要因など） 

差別行為 

 

 

④相談・ 救済、自立支援 

 

 

 

①人権教育 
②人権意識の普及
③人権研修 

⑤市民団体
等との 

 連携協働
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２ 人権意識の普及 

市民一人ひとりが尊重され、差別や偏見のない社会を実現するため、人権課題に対する

正しい知識などの普及活動に努め、また、市民や事業者が人権の意義や価値についての理

解を深めるための学習・研修の場を提供するとともに、市民や事業者の主体的な普及活動

を支援します。 

 

３ 人権研修の充実・推進 

全ての職員が、職員として求められる人権意識とは何かを学び、各業務と人権との関わ

りから、人権が身近な問題であることを再認識し、自身のこれまでの市民や事業者に対す

る接し方を振り返るとともに、職場における個々の人権が確保されているか確認できるよ

う、人権研修を充実します。 

また、業務の性格上、人権意識が特に求められる業務に従事する職員に対しては、より

専門的な人権研修の推進に努めます。 

 

４ 相談・救済、自立支援の充実 

相談窓口や救済機関に関する情報を効果的に周知するとともに、体制を充実します。ま

た、基本的人権を尊重する精神に基づきセーフティネットの構築を進め、自立支援の充実

に努めます。 

 

５ 連携協働による取組の推進 

人権施策を推進するには、市民や事業者の参画が必要であり、また、関係者が市内外で

転居を繰り返す場合や、加害者が市外関係者である場合、本社機能が市外にある場合など、

市民の人権問題は市域に限られたものではないため、NPO・NGO 等の関係団体や国・県

及び近隣自治体との広域的な連携が不可欠です。人権教育、人権意識の普及、人権研修、

相談・救済、自立支援の取組を、関係機関をはじめ市民や事業者と連携協働しながら推進

します。 


